
農村振興局設計課施工企画調整室

平成２７年１月

農業農村整備事業の推進に資する技術開発を補助します！

～官民連携新技術研究開発事業～

官民連携新技術研究開発事業とは？

事業のポイント

１．農業農村整備に関する技術開発を支援します。

・ 農業農村整備事業をより一層効率的に推進するため、低コスト化や技術的課
題を解決する技術開発を支援します。

・ 応募要領に事例をあげていますので、該当があれば是非応募してください。

・ ３年間程度で実用化・事業化が見込め、すくに使える技術を求めています！

・ 事業実施課題は、外部委員による審査等を経て決定します。

２．複数の企業と研究者の方々の共同研究に補助します。

・ ２以上の民間企業等で、新技術研究開発組合を作ってください。

・ そして、一緒に研究する試験研究機関を見つけてください。

・ 新技術研究開発組合と試験研究機関の共同研究開発に対して補助します。

・ 研究開発を行った実績に対する補助金の受け取りには、領収書や証拠書類等
の提出などが必要です。事務手続き等、気軽に問い合わせてください。

一緒に技術開発を進めましょう！

農業農村整備事業の現場ですぐにいかせる技術、いわばフィールド
レベルの新技術開発を支援します。

官民学等の密接な連携のもと技術開発を進め、その成果は農林水産
省のホームページなどで紹介し、普及をはかります。



技術開発計画に基づいた実用技術開発プロジェクトを公募

・事業の低コスト化 ・個別の技術的課題の解決 ・技術図書等に反映

※プロジェクトの経費の１／２以内を補助

官民連携新技術研究開発事業の概要

○ 農水省ホームページで技術概要の提供
○ 各地方農政局等での説明会の開催
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１．事業全体の流れ

２．事業実施の流れ

１

（２）申請する
公募された研究開発課題に関する事業（研究開発）を実施する場合、必要な申請書類を

作成し、期日までに提出します。

※申請書類の事業実施計画書について審査を行います。

（３）決定する
審査の結果を受け研究開発課題に決定した場合は、事業実施に向けた手続きを行います。

・事業実施計画書の認定の手続き

・補助金の申請手続き（事業期間は毎年度行います。）

（４）事業の実施
事業実施計画書及び補助金交付決定された内容で、事業（研究開発）を実施します。

・事業期間中に、事業実施計画書に重要な変更が生じた場合は、計画変更が必要となり

ます。

（６）完了する
事業実施期間全体の成果報告書を作成・提出します。

・事業（研究開発）成果について審査を行います。

・補助金対象の証拠書類などは、保管が必要です。

（５）補助金の交付
当該年度の事業成果や費用を報告し、確認後に補助金額の確定と受け取りを行います。

・補助金は後払い（事業完了後の精算払い）を基本とします。

（１）知る
農林水産省HPなどで、官民連携新技術研究開発事業の公募情報を確認します。



１．知る
農林水産省HPなどで、官民連携新技術研究開発事業の公募情

報を確認します。

【公募テーマ】
研究開発課題のうち、実用化段階における技術開発が対象。
①農地の大区画化・汎用化に資する技術
②農業水利施設の長寿命化とライフサイクルコストの

低減を図るための適切な保全管理に資する技術
③土地改良施設の耐震強化等に資する技術
④小水力発電等の農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導

入促進に資する技術
⑤農業収益力向上に資する先進的な基盤整備に係る技術

◎ 官民連携新技術研究開発事業
のページ

平成２９年度の公募

◎農林水産省の「補助事業参加者の公募」
のページ

２

①事業実施の前年度末（１～３月）頃に公募予定。

②応募要領、事業実施要綱・要領及び補助金交付要綱など、必要な

資料をダウンロードして内容を確認。

【実施スケジュール】
公募期間 平成２９年２月７日 ～ ３月３０日（済）
１次審査（書類確認） 平成２９年４月上 ～下旬
２次審査（ヒアリング） 平成２９年５月中旬
認定課題の決定 平成２９年５月下旬～６月下旬

※４月末より追加公募を予定

ホーム＞ご意見・お問い合わせ＞調達情報・公表事項
＞補助事業参加者の公募

継続中の研究開発課題

完了した研究開発課題

事業実施要綱・要領など

ホーム＞農村振興＞設計・施工・入札
＞官民連携新技術研究開発事業



２．申請する
必要な申請書類を作成し、期日までに提出して頂きます。

（１）事前調整
２以上の民間企業等（民間企業、一般財団法人、共同組合
など）で新技術研究開発組合を作って下さい。
その後、連携する試験研究機関（大学又は国立研究開発法人
等）と共同研究をして頂くことになります。

（事業実施要領第２）
・官民連携新技術研究開発事業以外の国営事業、県営事業及び水資源機構事業の事業費

を用いて実施する場合は申請手続きが必要。
・現場実証試験を行う前年度の１０月までに、関係機関に計画書を提出します。

官民連携新技術研究開発事業

大学
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新技術研究開発組合 共同研究 試験研究機関

本事業費で実施
する場合や、市
町村、改良区等
で実施する場合
は、申請書提出
は不要。

現場実証試験

現場実証試験 （国、県、水資源機構等、その他農業農村整備事業で実施する場合）

（２）申請
事業実施計画書を作成し、その他の関係書類と合わせて、

組合代表者名で提出して下さい。

※開発技術のニーズ、手順及び普及可能性などを具体的に記
載して下さい。

３

①試験研究機関と、研究開発内容の調整及び共同研究手続きの

確認を十分に行って下さい。

②国立研究開発法人等の人件費など、補助対象にならない経費が

ありますので、必要に応じて問い合わせて下さい。



【事業実施計画書の審査】
✔１次審査

→ 農村振興局が、応募要件の確認などを行います。

✔２次審査
→ 外部専門家で構成する審査委員会のヒアリング審査

において、詳細内容を確認します。
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◎代表者

※事業申請時から審査まで、事業実施計画書認定手続きから事業
完了までにおいて、新技術研究開発組合代表者が窓口となります。

農林水産省
農村振興局

※２次審査への対象可否は組合代表者へ連絡します。

【審査基準】

【必要性】 研究開発課題の独創性、革新性、先導性
実用化・事業化への発展可能性
施策・現場ニーズを踏まえた研究開発としての妥当性

【効率性】 研究開発計画の効率性・妥当性
研究開発の手段やアプローチの妥当性

【有効性】 事業の低コスト化や技術的課題の解決の可能性
研究開発成果の普及可能性

（３）審査
審査委員会のヒアリングを受けて下さい。

審査委員会

４



３．決定する
2次審査の結果を受け研究開発課題に決定した場合は、事業

実施に向けた手続きを行います。

試験研究機関農林水産省農村振興局 新技術研究開発組合

審査委員会

・事業実施計画書(※修正版含む)
・試験研究機関への協議文書

事業実施計画書
（修正版）を作成

※指摘事項あり

※指摘事項なし

協議の
回答文書回答（上記②）

協議（上記②）

提出（上記①）

事業実施計画書
（※修正版含む）の認定通知

事業実施計画書
認定通知書通知（上記③）

◎手続きフロー◎

補助金交付決定通知

補助金交付
申請書

提出（上記⑤）

割当内示（額の通知） 通知（上記④）

通知（上記⑥）

補助金交付決定通知書
を受け事業開始あああ

（１）事業実施計画書の認定（事業実施要綱・要領に基づく手続き）

① 2次審査での委員会指摘を受けて、実施内容や費用に修正が必要

な場合があります。事業実施計画書（修正版）を提出して下さい。

②農村振興局長が試験研究機関の長と協議します。

③試験研究機関の長より、事業実施計画書（修正版）での共同研究

に異存がない回答を頂き確認した後に、組合代表者宛てに事業実

施計画書の認定を通知します。

（２）補助金交付の決定（補助金交付要綱に基づく手続き(毎年度)）

④農村振興局長から組合代表者宛てに、事業計画書で示した当該年

度の補助金額以内を基本に、割当内示額を通知します。

⑤組合代表者は、割当内示通知日から20日以内に補助金交付申請書

を農村振興局長宛てに提出します。

⑥申請内容を確認し、組合代表者に補助金交付決定を通知します。

５



４．事業の実施
事業実施計画書及び補助金交付決定通知（当該(単)年度）

内容で、事業を実施します。

５．補助金の交付
当該年度の事業成果や費用を報告し、実施の確認後に補助金

額の確定と受け取りを行います。

１年目 ２年目

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
１０
月

１１
月

１２
月

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７...

成果報告書（１年目分）

◎スケジュールのイメージ
（●は事業実施要綱に基づく ●及び●は補助金交付要綱・要領に基づく）

【認定】事業実施書計画書

実績報告書
（～４/１０迄）

※【必要あれば適宜】
変更事業実施計画書の提出及び認定（審査委員会に諮る）

補助金交付決定（１年目分）

補助金交付申請
（２年目分）

遂行状況報告
（第１四半期
：７月末迄）

遂行状況報告
（第２四半期
：１０月末迄）

遂行状況報告
（第３四半期
：１月末迄）

補助金交付申請（１年目分）

補助金交付決定
（２年目分）

※【必要あれば適宜】
補助金交付変更承認申請書（１年目分）の提出及び決定

●

●

●

● ●

●

●
●

●

●

～～

～～

～～

６

【事業実施交付要綱・要領に基づく手続き】

①重要な変更（全体事業費の３０％を超える増減など）が生じた

場合は、計画変更が必要です。

なお、審査委員会に変更計画書を諮る必要があります。

②当該年度の事業成果報告書を提出（年度終了後２ヶ月以内）する。

【補助金交付要綱に基づく手続き】

①重要な変更（当該年度事業費の３０％を超える増減など）が生じた

場合は、補助金交付変更承認申請書の提出が必要です。

②四半期毎に事業の遂行状況を報告します。

③なお、補助金は後払い（事業完了後の精算払い）を基本とします。

当該年度の事業成果や経費を報告（事業完了日から１ヶ月を経過し

た日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日）し、実施の確認が

されると、補助金額の確定・受け取りが出来ます。



６．完了する
事業実施期間全体の成果報告書を作成・提出します。

３年目 完了翌年度

３月４月５月６月７月８月９月
１０
月

１１
月

１２
月

１月２月３月４月５月６月７...

成果報告書
（３年分）提出

◎スケジュールのイメージ
（●は事業実施要綱に基づく ●は補助金交付要綱・要領に基づく）

実績報告書
（～４/１０迄）

補助金交付決定（３年目分）

遂行状況報告
（第１四半期
：７月末迄）

遂行状況報告
（第２四半期
：１０月末迄）

遂行状況報告
（第３四半期
：１月末迄）

補助金交付申請（３年目分）

審査委員会成果報告書暫定版
（３年分）提出

※ 官民連携新技術研究開発事業の完了課題
のページ ※ 完了課題の普及

●

●

● ●●

● ● ●

● ～～

～～

～～

新技術研究開発組合による開発技術
の説明状況（於：関東農政局）

～～

～～

～～

※領収書や証拠書類の保管
（完了翌年度を含め５年間）

７

①事業最終年度（３月予定）に、審査委員会に事業（研究開発）成果
を諮り、今後の改善事項確認や成果報告書の修正を実施。

②補助金の対象となる領収書や証拠書類は、事業終了の翌年度から
起算して5年間は全て保管しておく必要があります。

③事業完了後は、農水省ＨＰで技術概要の提供や説明会（参加要請あ
り）開催などにより成果の普及を行う。

※事業完了後、事業成果により発生する収益状況について報告等が
必要となります。

※収益状況の報告等

ホーム＞農村振興＞設計・施工・入札
＞官民連携新技術研究開発事業
＞完了した研究開発課題
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